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有価証券上場規程の一部改正新旧対照表 

 

新 旧 

（適格指標の指定） （適格指標の指定） 

第９４３条 （略） 第９４３条 （略） 

２ 当取引所は、上場ＥＴＮ信託受益証券に

係る指標が新たな指標へ変更される場合で

あって、上場廃止基準に該当しないとき

は、当該上場ＥＴＮ信託受益証券に係る変

更後の指標を第９４５条第１項第３号ｂに

定める要件を満たす指標として指定する。 

（新設） 

  

（上場ＥＴＮに関する情報の開示） （上場ＥＴＮに関する情報の開示） 

第９４７条 （略） 第９４７条 （略） 

２ 上場ＥＴＮ信託受益証券の発行者は、次

の各号のいずれかに該当する場合は、施行

規則で定めるところにより、直ちにその内

容を開示しなければならない。 

２ 上場ＥＴＮ信託受益証券の発行者は、次

の各号のいずれかに該当する場合は、施行

規則で定めるところにより、直ちにその内

容を開示しなければならない。 

（１） 上場ＥＴＮ信託受益証券の発行者

又は保証者が、次のａからｑまでに掲げ

る事項のいずれかを行うことについての

決定をした場合（当該決定に係る事項を

行わないことを決定した場合を含む。） 

（１） 上場ＥＴＮ信託受益証券の発行者

又は保証者が、次のａからｑまでに掲げ

る事項のいずれかを行うことについての

決定をした場合（当該決定に係る事項を

行わないことを決定した場合を含む。） 

ａ～ｊ （略） ａ～ｊ （略） 

ｊの２ 上場ＥＴＮ信託受益証券に係る

特定の指標の新たな指標への変更 

（新設） 

ｋ～ｑ （略） ｋ～ｑ （略） 

（２）～（８） （略） （２）～（８） （略） 

（９） 上場ＥＴＮ信託受益証券に係る特

定の指標の算出主体によって、当該指標

の算出が行われなくなることの決定が公

表された場合 

（新設） 

３ （略） ３ （略） 

  

（上場廃止基準） （上場廃止基準） 

第９５１条 上場ＥＴＮ信託受益証券は、次

の各号のいずれかに該当する場合に、その

上場を廃止する。この場合における当該各

号の取扱いは施行規則で定める。 

第９５１条 上場ＥＴＮ信託受益証券は、次

の各号のいずれかに該当する場合に、その

上場を廃止する。この場合における当該各

号の取扱いは施行規則で定める。 

（１）・（２） （略） （１）・（２） （略） 

（３） 上場ＥＴＮ信託受益証券が、次の

ａからｊまでのいずれかに該当する場合 

（３） 上場ＥＴＮ信託受益証券が、次の

ａからｊまでのいずれかに該当する場合 

ａ～ｉ （略） ａ～ｉ （略） 

ｉの２ 上場ＥＴＮ信託受益証券に係る

特定の指標がなくなった場合 

（新設） 
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ｉの３ 上場ＥＴＮ信託受益証券に係る

特定の指標が新たな指標へ変更される

場合その他これに類する場合であっ

て、変更後の指標が第９４５条第１項

３号ｂに適合しないと当取引所が認め

るとき又は当該指標の変更が上場ＥＴ

Ｎ信託受益証券の商品性に著しい影響

を及ぼすものと当取引所が認めるとき 

（新設） 

ｊ ａから前ｉの３までのほか、公益又

は投資者保護のため、当取引所が当該

上場ＥＴＮ信託受益証券の上場廃止を

適当と認めた場合 

ｊ ａから前ｉまでのほか、公益又は投

資者保護のため、当取引所が当該上場

ＥＴＮ信託受益証券の上場廃止を適当

と認めた場合 

２ （略） ２ （略） 

  

（適格指標の指定） （適格指標の指定） 

第１１０２条の２ （略） 第１１０２条の２ （略） 

２ 当取引所は、上場ＥＴＦに係る指標が新

たな指標へ変更される場合であって、上場

廃止基準に該当しないときは、当該上場Ｅ

ＴＦに係る変更後の指標を第１１０４条第

１項第２号ｄ（同条第２項第１号、同条第

３項第１号、同条第４項第１号、同条第５

項第１号又は同条第６項の規定による場合

を含む。）に定める要件を満たす指標とし

て指定する。 

（新設） 

  

（上場ＥＴＦに関する情報の開示） （上場ＥＴＦに関する情報の開示） 

第１１０７条 （略） 第１１０７条 （略） 

２ 前項の情報の適時開示については、次の

各号に定めるところによる。この場合にお

ける当該各号の取扱いは施行規則で定め

る。 

２ 前項の情報の適時開示については、次の

各号に定めるところによる。この場合にお

ける当該各号の取扱いは施行規則で定め

る。 

（１） 上場ＥＴＦ（外国投資証券に該当

する外国ＥＴＦ及び当該外国ＥＴＦを受

託有価証券とする外国ＥＴＦ信託受益証

券を除く。）に係る管理会社は、次のａ

からｊまでのいずれかに該当する場合

（ａ及びｂに掲げる事項にあっては、施

行規則で定める基準その他の投資者の投

資判断に及ぼす影響が軽微なものと当取

引所が認めるものに該当するものを除

く。）は、施行規則で定めるところによ

り、直ちにその内容を開示しなければな

らない。 

（１） 上場ＥＴＦ（外国投資証券に該当

する外国ＥＴＦ及び当該外国ＥＴＦを受

託有価証券とする外国ＥＴＦ信託受益証

券を除く。）に係る管理会社は、次のａ

からｉまでのいずれかに該当する場合

（ａ及びｂに掲げる事項にあっては、施

行規則で定める基準その他の投資者の投

資判断に及ぼす影響が軽微なものと当取

引所が認めるものに該当するものを除

く。）は、施行規則で定めるところによ

り、直ちにその内容を開示しなければな

らない。 

ａ 上場ＥＴＦに係る管理会社が、次の

（ａ）から（ｔ）までに掲げる事項

（内国ＥＴＦにあっては（ｒ）から

ａ 上場ＥＴＦに係る管理会社が、次の

（ａ）から（ｔ）までに掲げる事項

（内国ＥＴＦにあっては（ｒ）から
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（ｓ）までを除き、外国ＥＴＦ及び外

国ＥＴＦ信託受益証券にあっては

（ｉ）、（ｎ）、（ｏ）、（ｑ）及び

（ｒ）の２から（ｒ）の４までを除

き、内国商品現物型ＥＴＦ（管理会社

が信託受託者であるものを除く。）に

あっては（ｑ）及び（ｓ）を除き、内

国商品現物型ＥＴＦ（管理会社が信託

受託者であるものに限る。）にあって

は（ｑ）、（ｒ）の３及び（ｓ）を除

き、外国商品現物型ＥＴＦ及び外国商

品現物型ＥＴＦ信託受益証券にあって

は（ｉ）、（ｎ）、（ｏ）、（ｑ）、

（ｒ）の３及び（ｒ）の４を除く。）

のいずれかを行うことについての決定

をした場合（当該決定に係る事項を行

わないことを決定した場合を含む。） 

（ｓ）までを除き、外国ＥＴＦ及び外

国ＥＴＦ信託受益証券にあっては

（ｉ）、（ｎ）、（ｏ）、（ｑ）及び

（ｒ）の２から（ｒ）の４までを除

き、内国商品現物型ＥＴＦ（管理会社

が信託受託者であるものを除く。）に

あっては（ｑ）及び（ｓ）を除き、内

国商品現物型ＥＴＦ（管理会社が信託

受託者であるものに限る。）にあって

は（ｑ）、（ｒ）の３及び（ｓ）を除

き、外国商品現物型ＥＴＦ及び外国商

品現物型ＥＴＦ信託受益証券にあって

は（ｉ）、（ｎ）、（ｏ）、（ｑ）、

（ｒ）の３及び（ｒ）の４を除く。）

のいずれかを行うことについての決定

をした場合（当該決定に係る事項を行

わないことを決定した場合を含む。） 

（ａ）～（ｃ）の２ （略） （ａ）～（ｃ）の２ （略） 

（ｃ）の３ 上場ＥＴＦに係る特定の

指標の新たな指標への変更 

（新設） 

（ｄ）～（ｔ） （略） （ｄ）～（ｔ） （略） 

ｂ～ｉ （略） ｂ～ｉ （略） 

ｊ 上場ＥＴＦに係る特定の指標の算出

主体によって、当該指標の算出が行わ

れなくなることの決定が公表された場

合 

（新設） 

（２） 上場ＥＴＦ（外国投資証券に該当

する外国ＥＴＦ及び当該外国ＥＴＦを受

託有価証券とする外国ＥＴＦ信託受益証

券に限る。）に係る外国投資法人及び管

理会社は、次のａからｉまでのいずれか

に該当する場合（ａ及びｃに掲げる事項

にあっては、投資者の投資判断に及ぼす

影響が軽微なものとして施行規則で定め

る基準に該当するものを除く。）は、施

行規則で定めるところにより、直ちにそ

の内容を開示しなければならない。 

（２） 上場ＥＴＦ（外国投資証券に該当

する外国ＥＴＦ及び当該外国ＥＴＦを受

託有価証券とする外国ＥＴＦ信託受益証

券に限る。）に係る外国投資法人及び管

理会社は、次のａからｈまでのいずれか

に該当する場合（ａ及びｃに掲げる事項

にあっては、投資者の投資判断に及ぼす

影響が軽微なものとして施行規則で定め

る基準に該当するものを除く。）は、施

行規則で定めるところにより、直ちにそ

の内容を開示しなければならない。 

ａ 上場ＥＴＦに係る外国投資法人が次

の（ａ）から（ｍ）まで（上場ＥＴＦ

が投資法人債券に類する外国投資証券

である場合にあっては、（ａ）及び

（ｂ）を除く。）に掲げる事項のいず

れかを行うことについての決定をした

場合（当該決定に係る事項を行わない

ことを決定した場合を含む。） 

ａ 上場ＥＴＦに係る外国投資法人が次

の（ａ）から（ｍ）まで（上場ＥＴＦ

が投資法人債券に類する外国投資証券

である場合にあっては、（ａ）及び

（ｂ）を除く。）に掲げる事項のいず

れかを行うことについての決定をした

場合（当該決定に係る事項を行わない

ことを決定した場合を含む。） 

（ａ）～（ｅ）の２ （略） （ａ）～（ｅ）の２ （略） 

（ｅ）の３ 上場ＥＴＦに係る特定の

指標の新たな指標への変更 

（新設） 
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（ｆ）～（ｍ） （略） （ｆ）～（ｍ） （略） 

ｂ～ｈ （略） ｂ～ｈ （略） 

ｉ 上場ＥＴＦに係る特定の指標の算出

主体によって、当該指標の算出が行わ

れなくなることの決定が公表された場

合 

（新設） 

３～６ （略） ３～６ （略） 

  

（上場廃止基準） （上場廃止基準） 

第１１１２条 上場内国ＥＴＦ及び上場内国

商品現物型ＥＴＦは、次の各号のいずれか

に該当する場合に、その上場を廃止する。

この場合における当該各号の取扱いは施行

規則で定める。 

第１１１２条 上場内国ＥＴＦ及び上場内国

商品現物型ＥＴＦは、次の各号のいずれか

に該当する場合に、その上場を廃止する。

この場合における当該各号の取扱いは施行

規則で定める。 

（１）～（２）の３ （略） （１）～（２）の３ （略） 

（３） 上場ＥＴＦが、次のａからｋまで

（公社債投資信託以外の証券投資信託の

受益証券に該当する上場内国ＥＴＦにあ

ってはｂの（ｃ）、ｂの２からｂの５ま

で及びｉの２を除き、投資信託法施行令

第１２条第１号又は第２号に掲げる投資

信託の受益証券に該当する上場内国ＥＴ

Ｆにあってはｂの（ｈ）、ｂの２からｂ

の５まで及びｉの２を除き、上場内国商

品現物型ＥＴＦにあってはａ、ｂ及びｂ

の６を除く。）のいずれかに該当する場

合 

（３） 上場ＥＴＦが、次のａからｋまで

（公社債投資信託以外の証券投資信託の

受益証券に該当する上場内国ＥＴＦにあ

ってはｂの（ｃ）、ｂの２からｂの５ま

で及びｉの２を除き、投資信託法施行令

第１２条第１号又は第２号に掲げる投資

信託の受益証券に該当する上場内国ＥＴ

Ｆにあってはｂの（ｈ）、ｂの２からｂ

の５まで及びｉの２を除き、上場内国商

品現物型ＥＴＦにあってはａ、ｂ及びｂ

の６を除く。）のいずれかに該当する場

合 

ａ～ｉの２ （略） ａ～ｉの２ （略） 

ｉの３ 上場ＥＴＦに係る特定の指標が

なくなった場合 

（新設） 

ｉの４ 上場ＥＴＦに係る特定の指標が

新たな指標へ変更される場合その他こ

れに類する場合であって、変更後の指

標が第１１０４条第１項２号ｄ（同条

第２項第１号、同条第３項第１号、同

条第４項第１号、同条第５項第１号又

は同条第６項の規定による場合を含

む。）に適合しないと当取引所が認め

るとき又は当該指標の変更が上場ＥＴ

Ｆの商品性に著しい影響を及ぼすもの

と当取引所が認めるとき 

（新設） 

ｊ～ｋ （略） ｊ～ｋ （略） 

２ 上場外国ＥＴＦ（外国投資証券に該当す

るものを除く。）、上場外国ＥＴＦ信託受

益証券（外国投資証券に該当する外国ＥＴ

Ｆを受託有価証券とするものを除く。）、

上場外国商品現物型ＥＴＦ及び上場外国商

２ 上場外国ＥＴＦ（外国投資証券に該当す

るものを除く。）、上場外国ＥＴＦ信託受

益証券（外国投資証券に該当する外国ＥＴ

Ｆを受託有価証券とするものを除く。）、

上場外国商品現物型ＥＴＦ及び上場外国商
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品現物型ＥＴＦ信託受益証券は、次の各号

のいずれかに該当する場合に、その上場を

廃止する。この場合における当該各号の取

扱いは施行規則で定める。 

品現物型ＥＴＦ信託受益証券は、次の各号

のいずれかに該当する場合に、その上場を

廃止する。この場合における当該各号の取

扱いは施行規則で定める。 

（１）・（２） （略） （１）・（２） （略） 

（３） 上場ＥＴＦの銘柄が、次のａから

ｆまでのいずれかに該当する場合 

（３） 上場ＥＴＦの銘柄が、次のａから

ｆまでのいずれかに該当する場合 

ａ 前項第３号ｅからｉの４までのいず

れかに該当する場合。この場合におい

て、前項第３号ｉ、ｉの３及びｉの４

中「上場ＥＴＦ」とあるのは「上場Ｅ

ＴＦ（上場外国ＥＴＦ信託受益証券又

は上場外国商品現物型ＥＴＦ信託受益

証券にあっては、受託有価証券である

外国ＥＴＦ又は外国商品現物型ＥＴ

Ｆ）」と、前項第３号ｉの２中「上場

ＥＴＦ」とあるのは「上場ＥＴＦ（上

場外国ＥＴＦ信託受益証券又は上場外

国商品現物型ＥＴＦ信託受益証券にあ

っては、受託有価証券である外国ＥＴ

Ｆ又は外国商品現物型ＥＴＦを含

む。）」と、それぞれ読み替えるもの

とする。 

ａ 前項第３号ｅからｉの２までのいず

れかに該当する場合。この場合におい

て、前項第３号ｉ中「上場ＥＴＦ」と

あるのは「上場ＥＴＦ（上場外国ＥＴ

Ｆ信託受益証券又は上場外国商品現物

型ＥＴＦ信託受益証券にあっては、受

託有価証券である外国ＥＴＦ又は外国

商品現物型ＥＴＦ）」と、前項第３号

ｉの２中「上場ＥＴＦ」とあるのは

「上場ＥＴＦ（上場外国ＥＴＦ信託受

益証券又は上場外国商品現物型ＥＴＦ

信託受益証券にあっては、受託有価証

券である外国ＥＴＦ又は外国商品現物

型ＥＴＦを含む。）」と、それぞれ読

み替えるものとする。 

ｂ～ｆ （略） ｂ～ｆ （略） 

３ 上場外国ＥＴＦ（外国投資証券に該当す

るものに限る。）及び上場外国ＥＴＦ信託

受益証券（外国投資証券に該当する外国Ｅ

ＴＦを受託有価証券とするものに限る。）

は、次の各号のいずれかに該当する場合

に、その上場を廃止する。この場合におけ

る当該各号の取扱いは施行規則で定める。 

３ 上場外国ＥＴＦ（外国投資証券に該当す

るものに限る。）及び上場外国ＥＴＦ信託

受益証券（外国投資証券に該当する外国Ｅ

ＴＦを受託有価証券とするものに限る。）

は、次の各号のいずれかに該当する場合

に、その上場を廃止する。この場合におけ

る当該各号の取扱いは施行規則で定める。 

（１）～（４） （略） （１）～（４） （略） 

（５） 上場ＥＴＦの銘柄が、次のａから

ｆまでのいずれかに該当する場合 

（５） 上場ＥＴＦの銘柄が、次のａから

ｆまでのいずれかに該当する場合 

ａ 第１項第３号ｅからｈまで、i の３及

び i の４のいずれかに該当する場合 

ａ 第１項第３号ｅからｈまでのいずれ

かに該当する場合 

ｂ～ｆ （略） ｂ～ｆ （略） 

４ （略） ４ （略） 

  

  

付  則  

１ この改正規定は、令和３年８月３１日か

ら施行する。 

 

２ 改正後の第９５１条第１項第３号ｉの３

の規定は、この改正規定施行の日（以下

「施行日」という。）以後に上場ＥＴＮ信

託受益証券の発行者又は保証者が上場ＥＴ
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Ｎ信託受益証券に係る指標の新たな指標へ

の変更を決定した場合の当該上場ＥＴＮ信

託受益証券から適用する。 

３ 改正後の第１１１２条第１項第３号ｉの

４（同条第２項第３号ａ又は同条第３項第

５号ａの規定による場合を含む。）の規定

は、施行日以後に上場ＥＴＦに係る管理会

社（外国投資証券に該当する外国ＥＴＦ及

び当該外国ＥＴＦを受託有価証券とする外

国ＥＴＦ信託受益証券にあっては、管理会

社及び外国投資法人）が上場ＥＴＦに係る

指標の新たな指標への変更を決定した場合

の当該上場ＥＴＦから適用する。 
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有価証券上場規程施行規則の一部改正新旧対照表 

 

新 旧 

（情報の開示の取扱い） （情報の開示の取扱い） 

第９４０条 （略） 第９４０条 （略） 

２・３ （略） ２・３ （略） 

４ 第４０２条の２第１項の規定は、規程第

９４７条第２項第１号、第２号及び第５号

から第９号までの規定に基づき開示すべき

内容について準用する。 

４ 第４０２条の２第１項の規定は、規程第

９４７条第２項第１号、第２号及び第５号

から第７号までの規定に基づき開示すべき

内容について準用する。 

５ （略） ５ （略） 

  

（書類の提出等の取扱い） （書類の提出等の取扱い） 

第９４１条 規程第９４８条第１項に規定す

る施行規則で定める場合とは、次の各号に

掲げる場合のいずれかに該当した場合をい

い、当該各号に該当したときには、当該各

号に定めるところに従い、当取引所に書類

の提出を行うものとする。ただし、規程第

９４７条の規定に基づき行う情報の開示に

より、当取引所に提出すべき書類に記載す

べき内容が十分に開示されていると認めら

れる場合であって、当取引所が適当と認め

るときは、当該書類の提出を要しないもの

とする。この場合において、上場ＥＴＮ信

託受益証券の発行者は、第１号ａに規定す

る書類（法第１３条第１項前段及び第３項

の規定により作成されたものを除く。）並

びに第２号、第３号ｂ及び第７号に規定す

る書類を当取引所が公衆の縦覧に供するこ

とに同意するものとする。 

第９４１条 規程第９４８条第１項に規定す

る施行規則で定める場合とは、次の各号に

掲げる場合のいずれかに該当した場合をい

い、当該各号に該当したときには、当該各

号に定めるところに従い、当取引所に書類

の提出を行うものとする。ただし、規程第

９４７条の規定に基づき行う情報の開示に

より、当取引所に提出すべき書類に記載す

べき内容が十分に開示されていると認めら

れる場合であって、当取引所が適当と認め

るときは、当該書類の提出を要しないもの

とする。この場合において、上場ＥＴＮ信

託受益証券の発行者は、第１号ａに規定す

る書類（法第１３条第１項前段及び第３項

の規定により作成されたものを除く。）並

びに第２号、第３号ｂ及び第７号に規定す

る書類を当取引所が公衆の縦覧に供するこ

とに同意するものとする。 

（１）・（２） （略） （１）・（２） （略） 

（２）の２ 規程第９４７条第２項第１号

ｊの２に掲げる事項を決定した場合 

  指標の算出主体が当取引所でない場合

には、次のａからｄまでに定めるところ

により行うものとする。ただし、当該算

出主体が上場ＥＴＮ信託受益証券又は上

場ＥＴＦに係る指標の算出主体である場

合には、ｄに掲げる書類の提出を要しな

いものとする。 

（新設） 

ａ 指標の構成銘柄の一覧表について、

決定を行った後直ちに 

 

ｂ 指標の算出要領について、決定を行

った後直ちに 

 

ｃ 開示を行った日の３年前の日以後の  
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指標の構成銘柄の変更状況を記載した

書類について、決定を行った後直ちに 

ｄ 指標の算出主体の企業属性等の基本

情報を記載した書類について、決定を

行った後直ちに 

 

（３）～（７） （略） （３）～（７） （略） 

  

（上場廃止日の取扱い） （上場廃止日の取扱い） 

第９４５条 規程第９５３条に規定する上場

廃止日は、原則として、次の各号に掲げる

銘柄の区分に従い、当該各号に定めるとこ

ろによる。 

第９４５条 規程第９５３条に規定する上場

廃止日は、原則として、次の各号に掲げる

銘柄の区分に従い、当該各号に定めるとこ

ろによる。 

（１）～（７）の２ （略） （１）～（７）の２ （略） 

（７）の３ 規程第９５１条第１項第３号

ｉの２に該当することとなった銘柄 

  当取引所が当該銘柄の上場廃止を決定

した日の翌日から起算して１０日間（休

業日を除外する。）を経過した日。ただ

し、当取引所が速やかに上場廃止すべき

であると認めた場合は、この限りでな

い。 

（新設） 

（７）の４ 規程第９５１条第１項第３号

ｉの３に該当することとなった銘柄 

  指標の変更がその効力を生ずる日の２

日前（休業日を除外する。）の日 

（新設） 

（８）・（９） （略） （８）・（９） （略） 

  

（監理銘柄の指定の取扱い） （監理銘柄の指定の取扱い） 

第９４６条 当取引所は、上場ＥＴＮ信託受

益証券が次の各号のいずれかに該当する場

合は、当該上場ＥＴＮ信託受益証券を規程

第９５４条に規定する監理銘柄に指定する

ことができる。この場合において、第４

号、第１５号、１９号の３又は第２０号に

該当する場合は監理銘柄（審査中）に指定

し、それ以外の場合は監理銘柄（確認中）

に指定する。 

第９４６条 当取引所は、上場ＥＴＮ信託受

益証券が次の各号のいずれかに該当する場

合は、当該上場ＥＴＮ信託受益証券を規程

第９５４条に規定する監理銘柄に指定する

ことができる。この場合において、第４

号、第１５号又は第２０号に該当する場合

は監理銘柄（審査中）に指定し、それ以外

の場合は監理銘柄（確認中）に指定する。 

（１）～（１９） （略） （１）～（１９） （略） 

（１９）の２ 上場ＥＴＮ信託受益証券の

銘柄が規程第９５１条第１項第３号ｉの

２に該当するおそれがあると当取引所が

認める場合 

（新設） 

（１９）の３ 上場ＥＴＮ信託受益証券の

銘柄が規程第９５１条第１項第３号ｉの

３に該当するおそれがあると当取引所が

認める場合 

（新設） 

（２０） （略） （２０） （略） 
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２ （略） ２ （略） 

３ 前２項の場合における監理銘柄への指定

期間は、次の各号に掲げる区分に従い、当

該各号に定める日から当取引所が当該上場

ＥＴＮ信託受益証券を上場廃止するかどう

かを認定した日までとする。 

３ 前２項の場合における監理銘柄への指定

期間は、次の各号に掲げる区分に従い、当

該各号に定める日から当取引所が当該上場

ＥＴＮ信託受益証券を上場廃止するかどう

かを認定した日までとする。 

（１） （略） （１） （略） 

（２） 第１項第２号、第４号、第１２号

から第１７号まで及び第１９号から第２

０号までの場合 

  当取引所が必要と認めた日 

（２） 第１項第２号、第４号、第１２号

から第１７号まで、第１９号及び第２０

号の場合 

  当取引所が必要と認めた日 

（３）～（９） （略） （３）～（９） （略） 

４ （略） ４ （略） 

  

（書類の提出等の取扱い） （書類の提出等の取扱い） 

第１１１０条 （略） 第１１１０条 （略） 

２ 上場ＥＴＦ（外国投資証券に該当する外

国ＥＴＦ及び当該外国ＥＴＦを受託有価証

券とする外国ＥＴＦ信託受益証券を除

く。）に係る管理会社は、次の各号に掲げ

る事項のいずれかについて決定を行った場

合には、当該各号に定めるところに従い、

当取引所に書類の提出を行うものとする。

ただし、規程第１１０７条の規定に基づき

行う情報の開示により、当取引所に提出す

べき書類に記載すべき内容が十分に開示さ

れていると認められる場合であって、当取

引所が適当と認めるときは、当該書類の提

出を要しないものとする。この場合におい

て、上場ＥＴＦに係る管理会社は、第１号

ａに規定する書類（法第１３条第１項前段

及び第３項の規定により作成されたものを

除く。）並びに第２号及び第４号に規定す

る書類を当取引所が公衆の縦覧に供するこ

とに同意するものとする。 

２ 上場ＥＴＦ（外国投資証券に該当する外

国ＥＴＦ及び当該外国ＥＴＦを受託有価証

券とする外国ＥＴＦ信託受益証券を除

く。）に係る管理会社は、次の各号に掲げ

る事項のいずれかについて決定を行った場

合には、当該各号に定めるところに従い、

当取引所に書類の提出を行うものとする。

ただし、規程第１１０７条の規定に基づき

行う情報の開示により、当取引所に提出す

べき書類に記載すべき内容が十分に開示さ

れていると認められる場合であって、当取

引所が適当と認めるときは、当該書類の提

出を要しないものとする。この場合におい

て、上場ＥＴＦに係る管理会社は、第１号

ａに規定する書類（法第１３条第１項前段

及び第３項の規定により作成されたものを

除く。）並びに第２号及び第４号に規定す

る書類を当取引所が公衆の縦覧に供するこ

とに同意するものとする。 

（１）・（２） （略） （１）・（２） （略） 

（２）の２ 規程第１１０７条第２項第１

号ａの（ｃ）の３に掲げる事項 

  指標の算出主体が当取引所でない場合

には、次のａからｄまでに定めるところ

により行うものとする。ただし、当該算

出主体が上場ＥＴＮ信託受益証券又は上

場ＥＴＦに係る指標の算出主体である場

合には、ｄに掲げる書類の提出を要しな

いものとする。 

（新設） 

ａ 指標の構成銘柄の一覧表について、

決定を行った後直ちに 
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ｂ 指標の算出要領について、決定を行

った後直ちに 

 

ｃ 開示を行った日の３年前の日以後の

指標の構成銘柄の変更状況を記載した

書類について、決定を行った後直ちに 

 

ｄ 指標の算出主体の企業属性等の基本

情報を記載した書類について、決定を

行った後直ちに 

 

（３）・（４） （略） （３）・（４） （略） 

３ 上場ＥＴＦ（外国投資証券に該当する外

国ＥＴＦ及び当該外国ＥＴＦを受託有価証

券とする外国ＥＴＦ信託受益証券に限

る。）に係る外国投資法人及び管理会社

は、次の各号に掲げる事項のいずれかにつ

いて決定を行った場合には、当該各号に定

めるところに従い、当取引所に書類の提出

を行うものとする。ただし、規程第１１０

７条の規定に基づき行う情報の開示によ

り、当取引所に提出すべき書類に記載すべ

き内容が十分に開示されていると認められ

る場合であって、当取引所が適当と認める

ときは、当該書類の提出を要しないものと

する。この場合において、当該上場ＥＴＦ

に係る外国投資法人及び管理会社は、第１

号ａに規定する書類（法第１３条第１項前

段及び第３項の規定により作成されたもの

を除く。）並びに第２号、第３号ｂ及び第

６号に規定する書類を当取引所が公衆の縦

覧に供することに同意するものとする。 

３ 上場ＥＴＦ（外国投資証券に該当する外

国ＥＴＦ及び当該外国ＥＴＦを受託有価証

券とする外国ＥＴＦ信託受益証券に限

る。）に係る外国投資法人及び管理会社

は、次の各号に掲げる事項のいずれかにつ

いて決定を行った場合には、当該各号に定

めるところに従い、当取引所に書類の提出

を行うものとする。ただし、規程第１１０

７条の規定に基づき行う情報の開示によ

り、当取引所に提出すべき書類に記載すべ

き内容が十分に開示されていると認められ

る場合であって、当取引所が適当と認める

ときは、当該書類の提出を要しないものと

する。この場合において、当該上場ＥＴＦ

に係る外国投資法人及び管理会社は、第１

号ａに規定する書類（法第１３条第１項前

段及び第３項の規定により作成されたもの

を除く。）並びに第２号、第３号ｂ及び第

６号に規定する書類を当取引所が公衆の縦

覧に供することに同意するものとする。 

（１）～（３） （略） （１）～（３） （略） 

（３）の２ 規程第１１０７条第２項第２

号ａの（ｅ）の３に掲げる事項 

  指標の算出主体が当取引所でない場合

には、次のａからｄまでに定めるところ

により行うものとする。ただし、当該算

出主体が上場ＥＴＮ信託受益証券又は上

場ＥＴＦに係る指標の算出主体である場

合には、ｄに掲げる書類の提出を要しな

いものとする。 

（新設） 

ａ 指標の構成銘柄の一覧表について、

決定を行った後直ちに 

 

ｂ 指標の算出要領について、決定を行

った後直ちに 

 

ｃ 開示を行った日の３年前の日以後の

指標の構成銘柄の変更状況を記載した

書類について、決定を行った後直ちに 

 

ｄ 指標の算出主体の企業属性等の基本

情報を記載した書類について、決定を
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行った後直ちに 

（４）～（６） （略） （４）～（６） （略） 

４～６ （略） ４～６ （略） 

  

（上場廃止日の取扱い） （上場廃止日の取扱い） 

第１１１４条 規程第１１１４条に規定する

上場廃止日は、原則として、次の各号に掲

げる上場ＥＴＦの区分に従い、当該各号に

定めるところによる。 

第１１１４条 規程第１１１４条に規定する

上場廃止日は、原則として、次の各号に掲

げる上場ＥＴＦの区分に従い、当該各号に

定めるところによる。 

（１）～（１）の３ （略） （１）～（１）の３ （略） 

（１）の４  規程第１１１２条第１項第３

号ｉの３（同条第２項第３号ａ及び同条

第３項第５号ａによる場合を含む。）に

該当する上場ＥＴＦ 

  当取引所が当該銘柄の上場廃止を決定

した日の翌日から起算して１０日間（休

業日を除外する。）を経過した日。ただ

し、当取引所が速やかに上場廃止すべき

であると認めた場合は、この限りでな

い。 

（新設） 

（１）の５  規程第１１１２条第１項第３

号ｉの４（同条第２項第３号ａ及び同条

第３項第５号ａによる場合を含む。）に

該当する上場ＥＴＦ 

  指標の変更がその効力を生ずる日の２

日前（休業日を除外する。）の日 

（新設） 

（２）～（４） （略） （２）～（４） （略） 

  

（監理銘柄の指定の取扱い） （監理銘柄の指定の取扱い） 

第１１１５条 当取引所は、上場ＥＴＦが次

の各号のいずれかに該当する場合は、当該

上場ＥＴＦを規程第１１１５条に規定する

監理銘柄に指定することができる。この場

合において、第８号、第９号、第９号の５

又は第１４号のいずれかに該当する場合は

監理銘柄（審査中）に指定し、それ以外の

場合は監理銘柄（確認中）に指定する。 

第１１１５条 当取引所は、上場ＥＴＦが次

の各号のいずれかに該当する場合は、当該

上場ＥＴＦを規程第１１１５条に規定する

監理銘柄に指定することができる。この場

合において、第８号、第９号又は第１４号

のいずれかに該当する場合は監理銘柄（審

査中）に指定し、それ以外の場合は監理銘

柄（確認中）に指定する。 

（１）～（９） （略） （１）～（９） （略） 

（９）の２ 上場ＥＴＦの銘柄が規程第１

１１２条第１項第３号ｉ（同条第２項第

３号ａによる場合を含む。）に該当する

おそれがあると当取引所が認める場合 

（新設） 

（９）の３ （略） （９）の２ （略） 

（９）の４ 上場ＥＴＦの銘柄が規程第１

１１２条第１項第３号ｉの３（同条第２

項第３号ａ及び同条第３項第５号ａによ

る場合を含む。）に該当するおそれがあ

（新設） 
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ると当取引所が認める場合 

（９）の５ 上場ＥＴＦの銘柄が規程第１

１１２条第１項第３号ｉの４（同条第２

項第３号ａ及び同条第３項第５号ａによ

る場合を含む。）に該当するおそれがあ

ると当取引所が認める場合 

（新設） 

（１０）～（１５） （略） （１０）～（１５） （略） 

２～４ （略） ２～４ （略） 

  

（整理銘柄の指定の取扱い） （整理銘柄の指定の取扱い） 

第１１１６条 当取引所は、上場ＥＴＦが次

の各号のいずれかに該当する場合には、規

程第１１１６条の規定に基づき、当取引所

が当該上場ＥＴＦの上場廃止を決定した日

から上場廃止日の前日までの間、当該上場

ＥＴＦを整理銘柄に指定することができ

る。 

第１１１６条 当取引所は、上場ＥＴＦが次

の各号のいずれかに該当する場合には、規

程第１１１６条の規定に基づき、当取引所

が当該上場ＥＴＦの上場廃止を決定した日

から上場廃止日の前日までの間、当該上場

ＥＴＦを整理銘柄に指定することができ

る。 

（１） 規程第１１１２条第１項各号のい

ずれかに該当する場合 

（１） 規程第１１１２条第１項第１号か

ら第２号の３まで又は第３号ａからｈま

で若しくは i の２からｋまでのいずれか

に該当する場合 

（２） 規程第１１１２条第２項各号のい

ずれかに該当する場合(第１１１４条第２

号に該当する場合を除く。) 

（２） 規程第１１１２条第２項第１号か

ら第３号までのいずれかに該当する場合

(第１１１４条第１号又は第２号に該当す

る場合を除く。) 

（２）の２・（３） （略） （２）の２・（３） （略） 

  

  

付  則  

この改正規定は、令和３年８月３１日から

施行する。 

 

  

 

 


